
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 大分県日田市平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

67,708

67,306

666.03

38,242,120

37,011,189

1,153,850

21,687,465

39,121,564

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡
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千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.1

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１

H27  Ⅱ－１ H28  Ⅱ－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成29年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

財政力

財政力指数 [0.40]
類似団体内順位

48/69
全国平均

0.50
大分県平均

0.40

財政力指数の分析欄

平成28年度は、地方税収入の増額等により、基準財政収入額が前

年度比51,556千円増加となったが、基準財政需要額も前年度比

745,522千円増加しており、単年度では昨年度より低下し依然として

類似団体平均より低い水準となっている。このことから、今後もより一

層の税収の徴収率向上対策を中心とする歳入確保に努めるととも

に、職員の適正な定員管理、必要な事業の峻別、投資的経費の抑制

等、歳出の見直しに努める。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [91.2%]
類似団体内順位

38/69
全国平均

92.5
大分県平均

93.1

経常収支比率の分析欄

歳出における経常経費は、社会保障関係経費や他団体に対する補助費

等において増額となったものの、人件費、公債費、特別会計への繰出金等

の減により前年度比では減額となっている。

一方、歳入では市民税、固定資産税等の地方税が増額しているものの、

普通地方交付税の段階的削減に伴う減及び地方消費税交付金の減等に

より前年度比で減額となっており、全体では0.3ポイント悪化した。

今後も、さらなる自主財源の確保を行うとともに、行財政運営の効率化、各

種事務事業の見直しと経費の節減・合理化に努める。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [165,077円]
類似団体内順位

57/69
全国平均

123,135
大分県平均

132,683

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

平成28年度は前年度と比較し、人口1人当りの決算額が6,400円増加し、

また、類似団体平均と県平均を大幅に上回っている。主な増要因として、

熊本地震に伴う緊急観光誘客対策事業費や、マイナンバー制度の施行に

伴うセキュリティ対策事業費の増等が挙げられる。

今後は、施設の維持管理等の業務内容の見直しや公共施設等総合管理

計画に基づく施設の適正配置を行い、経費節減可能な部分については、

積極的な削減に努める。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.9]
類似団体内順位

58/69
全国市平均

99.1
全国町村平均

96.4

ラスパイレス指数の分析欄

平成27年4月より、職員給の見直しと給与制度の総合的見直しを行

い、現給保障を100%とせず上限50%とし、期間も国の3年に対し2年

間としている。平成28年度末で当初の予定通り、現給保障を終了し

た。さらには、平成28年度に8級制から7級制への職員級の見直しを

行い、平成29年度より施行している。今後も指数の動向を注視しなが

ら見直しを行うなど、定員管理と併せ総人件費の抑制に努めていく。
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人口千人当たり職員数 [8.46人]
類似団体内順位

42/69
全国平均

7.90
大分県平均

8.29

人口千人当たり職員数の分析欄

地方分権に伴う権限移譲など、事務事業の増加が見込まれるが、

「最小の人数で最大の成果を挙げる」ため、組織や事務事業の見直

し、民間活力の導入や市民との協働を積極的に進め、今後の行政需

要に対応できる効率的な組織運営に向け、定員管理計画による職員

数の適正化を図っていく。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [5.1%]
類似団体内順位

12/69
全国平均

6.9
大分県平均

6.2

実質公債費比率の分析欄

平成27年度より1.1ポイント低くなり、また、類似団体平均を下回って

いる。

今後も地方債の借入にあたっては、交付税算入の面で有利な地方債

の活用を基本とするとともに、普通建設事業の精査により借入額の

抑制を行う。また、繰上償還等も検討しながら実質公債費比率の抑

制に努めるものとする。
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将来負担の状況

将来負担比率 [-%]
類似団体内順位

1/69
全国平均

34.5
大分県平均

2.7

将来負担比率の分析欄

平成28年度も27年度と同様に将来負担比率が0となった。

主な要因としては、決算剰余金の財政調整基金への積立、市有施設

整備基金の積み増し、ふるさと納税額の増加による水郷ひた応援基

金の増等により充当可能基金残高が増加したこと等が挙げられる。

今後も公債費等義務的経費の削減を図るとともに、より効率的な基

金の運用を行い財政の健全化に努める。
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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 大分県日田市平成28年度

経常収支比率の分析

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

67,708

67,306

666.03

38,242,120

37,011,189

1,153,850

21,687,465

39,121,564

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.1

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１

H27  Ⅱ－１ H28  Ⅱ－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費 類似団体内順位
24/69

全国平均
23.7

大分県平均
27.0

人件費の分析欄

人件費に係る経常収支比率は前年度より0.8ポイントの減と

なり、類似団体平均も下回っている。主な要因は、退職金の

減によるものである。

今後も計画的な職員採用や組織及び事務事業の見直しによ

り適正な定員管理に努める。また、施設運営等の指定管理

を含めた民間委託を更に推進するなど、行財政改革への取

組を通じて人件費の削減に努める。
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物件費 類似団体内順位
61/69

全国平均
14.8

大分県平均
13.9

物件費の分析欄

物件費に係る経常収支比率は、前年度より0.6ポイント増となり、

依然として類似団体平均より高くなっている。主な増要因として、

熊本地震に伴う緊急観光誘客対策事業費や、マイナンバー制度

の施行に伴うセキュリティ対策事業費の増等が挙げられる。

今後は、公共施設等総合管理計画に基づく施設の適正配置を行

い、施設の維持管理等に係る委託料などの業務内容の見直し

等、経費節減可能な部分については、積極的な削減に努める。
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扶助費 類似団体内順位
48/69

全国平均
12.4

大分県平均
11.8

扶助費の分析欄

扶助費に係る経常収支比率は前年度より0.1ポイントの増と

なり、類似団体平均を上回る結果となった。主な要因は、生

活保護費の減があるものの、臨時福祉給付金関連給付費や

子ども子育て支援給付費が大幅に増額となっている。

今後も障害福祉関係の扶助費の増が見込まれるが、児童数

の減少による給付費の減等により、扶助費は減少傾向にあ

ると見込まれる。
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その他の分析欄

その他に係る経常収支比率は、前年度と同数値となり、ま

た、類似団体平均と同水準である。

特別会計への繰出金が依然として高い数値であるため、今

後は、財政健全化を進めることにより繰出金の抑制に努め

る。
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補助費等 類似団体内順位
12/69

全国平均
10.4

大分県平均
6.0

補助費等の分析欄

補助費等に係る経常収支比率は、類似団体平均より低い水

準を維持しているが、前年度より0.3ポイント増となっている。

主な増要因として、熊本地震に伴う緊急観光誘客対策事業

費や、企業誘致に伴う助成金の増等が挙げられる。

今後も、補助金を交付するのが適当な事業を行っているかを

精査し、補助率や補助限度額の見直し等を行い、補助金の

適正化に努める。
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公債費 類似団体内順位
55/69

全国平均
17.7

大分県平均
19.7

公債費の分析欄

公債費に係る経常収支比率は、依然として類似団体平均より高く、前

年度比0.1ポイントの増となっている。主な要因としては、臨時財政対策

債や過疎対策事業債の償還額の増加等が挙げられ、微増ではあるが

依然として経常一般財源に占める割合は高いものである。

今後も地方債の借入にあたっては、交付税算入の面で有利な地方債

の活用を基本としながら、普通建設事業の精査を行い、繰上償還等も

検討しながら借入額の抑制に努めるものとする。
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公債費以外 類似団体内順位
14/69

全国平均
74.8

大分県平均
73.4

公債費以外の分析欄

公債費以外の経常収支比率は、前年度より0.2ポイント増となっている

ものの、類似団体平均よりは低い水準で推移している。

平成28年度は人件費では比率の改善が見られたものの、子ども子育

て支援給付費等の扶助費や熊本地震に伴う緊急観光誘客対策事業

費等により物件費、補助費等が増加したことが増の要因として挙げら

れる。

今後も、人件費の削減及び事務事業の見直しによる経常的経費の抑

制に努める。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

5,237,450 77,353 72,433 6.8
288,222 4,257 5,807 ▲ 26.7
516,625 7,630 5,465 39.6

- - 1,191 -
- - 3 -

218,850 3,232 3,078 5.0
76,492 1,130 1,624 ▲ 30.4

▲ 282,629 ▲ 4,174 ▲ 7,680 ▲ 45.7
6,055,010 89,428 81,920 9.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

8.46 8.21 0.25
100.9 98.1 2.8

（注）住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

4,774,454 70,515 53,781 31.1

- - - -

- - 41 -

835,862 12,345 14,373 ▲ 14.1

22,702 335 1,414 ▲ 76.3

1,820 27 886 ▲ 97.0

539 8 2 300.0

▲ 544,513 ▲ 8,042 ▲ 4,261 88.7

▲ 4,372,473 ▲ 64,578 ▲ 47,768 35.2

718,391 10,610 18,468 ▲ 42.5
※平成29年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H24 6,697,384 94,773 5.2 50,880 7.0 ▲ 1.8

うち単独分 2,501,562 35,399 ▲ 29.9 26,879 2.4 ▲ 32.3
 H25 5,341,344 76,007 ▲ 19.8 63,956 25.7 ▲ 45.5

うち単独分 2,276,180 32,390 ▲ 8.5 29,239 8.8 ▲ 17.3
 H26 5,685,314 81,869 7.7 66,255 3.6 4.1

うち単独分 2,837,550 40,861 26.2 31,822 8.8 17.4
 H27 5,562,390 81,287 ▲ 0.7 92,247 39.2 ▲ 39.9

うち単独分 3,500,997 51,162 25.2 37,204 16.9 8.3
 H28 4,892,143 72,254 ▲ 11.1 67,319 ▲ 27.0 15.9

うち単独分 2,950,626 43,579 ▲ 14.8 38,101 2.4 ▲ 17.2
 過去５年間平均 5,635,715 81,238 ▲ 3.7 68,131 9.7 ▲ 13.4

うち単独分 2,813,383 40,678 ▲ 0.4 32,649 7.9 ▲ 8.3

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

 H24  H25  H26  H27  H28

（円）
人口1人当たり決算額の推移

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
大分県日田市平成28年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

51,962

130,642

81,920
81,603

73,68572,31374,257

H28H27H26H25H24

89,42888,67987,66887,02290,391

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

-525

51,006

18,468
19,303

15,91717,89719,415

H28H27H26H25H24

10,610
12,005

17,19318,63420,243
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（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 大分県日田市平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

67,708

67,306

666.03

38,242,120

37,011,189

1,153,850

21,687,465

39,121,564

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.1

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１

H27  Ⅱ－１ H28  Ⅱ－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
27/69

全国平均
64,063

大分県平均
77,550

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

44,679

125,207

72,433
72,299

65,11464,73766,779

H28H27H26H25H24

77,353
81,13781,17778,224

87,693

物件費

類似団体内順位
7/69

全国平均
58,226

大分県平均
56,843

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

33,155

107,253

60,541
72,964

56,96357,43254,041

H28H27H26H25H24

86,07779,97875,866
71,264

75,569

維持補修費

類似団体内順位
32/69

全国平均
5,092

大分県平均
4,253

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

677

44,301

6,7275,6024,5584,3674,457

H28H27H26H25H24

4,691
4,5574,0664,1244,299

扶助費

類似団体内順位
9/69

全国平均
100,991

大分県平均
111,896

(円)

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

60,798

158,402

93,855

87,648
81,618

75,49274,000

H28H27H26H25H24

119,125110,613
102,34198,42897,607

補助費等

類似団体内順位
54/69

全国平均
39,444

大分県平均
30,357

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

18,226

125,837

49,476
49,822

39,463

42,764

39,697

H28H27H26H25H24

29,54639,060
33,553

71,808

36,808

普通建設事業費

類似団体内順位
27/69

全国平均
58,677

大分県平均
60,689

(円)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

16,727

189,659

67,319

92,247

66,25563,956
50,880

H28H27H26H25H24

72,254
81,287

81,86976,007
94,773

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
57/69

全国平均
18,997

大分県平均
17,410

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

71,287

20,672

46,618

28,030

H28H27H26H25H24

4,717

36,321

40,802

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
14/69

全国平均
26,922

大分県平均
29,977

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

0

123,075

34,853

27,19625,784

H28H27H26H25H24

49,624
32,35129,633

災害復旧事業費

類似団体内順位
13/69

全国平均
2,326

大分県平均
2,943

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

51,863

2,524

6,156

3,8894,1784,814

H28H27H26H25H24

4,318

1,577

13,142

39,762

25,757

失業対策事業費

類似団体内順位
1/69

全国平均
0

大分県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

公債費

類似団体内順位
16/69

全国平均
43,389

大分県平均
55,207

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

17,060

124,209

55,391
52,368

44,98744,82644,969

H28H27H26H25H24

70,631
70,238

83,20884,997
74,629

積立金

類似団体内順位
34/69

全国平均
12,906

大分県平均
10,075

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

197

117,010

15,292
22,49617,27919,843

26,773

H28H27H26H25H24

12,063
8,8947,8767,676

2,101

投資及び出資金

類似団体内順位
33/69

全国平均
1,638

大分県平均
1,300

(円)

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

0

11,577

1,720
1,837

1,2451,6851,481

H28H27H26H25H24

336

20012110064

貸付金

類似団体内順位
22/69

全国平均
9,590

大分県平均
3,920

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

38,405

5,989
6,537

4,5796,4356,302

H28H27H26H25H24

7,502
9,02210,51112,264

15,310

繰出金

類似団体内順位
15/69

全国平均
41,015

大分県平均
48,283

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

24,987

86,768

50,694
51,557

42,72541,33740,928

H28H27H26H25H24

62,732
64,429

58,89455,80856,379

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/69

全国平均
2

大分県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

性質別歳出の分析欄

歳出決算総額は、住民一人当たり546,629円となっている。主な構成項目である人件費は、住民一人当たり77,353円となっており、平成27年度と比較して減少しているものの、依然として類似団体平均と比べて高い水準にある。

物件費及び扶助費については、類似団体平均と比べて高い水準で推移してきており、近年どちらも増加傾向にある。平成28年度は特に、物件費においては熊本地震に伴う緊急観光誘客対策事業費や、マイナンバー制度の施行に伴うセキュリティ対策事業費等の増、扶助費では臨

時福祉給付金関連給付費や子ども子育て支援給付費が大幅に増額となっている。

普通建設事業費では、特に更新整備について住民一人当たり49,624円で、昨年度より17,273円増額となっており、類似団体平均と比べても14,771円高い結果となった。主な増要因としては、市営城内住宅建替事業や小学校施設の大規模改修を行ったためである。

繰出金についても、昨年度より減少したものの、依然として類似団体平均より12,038円高い水準となっている。なお、公共下水道事業については、平成29年4月1日から地方公営企業法の全部適用によって公営企業会計へ移行している。
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（6）市町村目的別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 大分県日田市平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

67,708

67,306

666.03

38,242,120

37,011,189

1,153,850

21,687,465

39,121,564

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.1

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１

H27  Ⅱ－１ H28  Ⅱ－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

議会費

類似団体内順位
26/69

全国平均
2,704

大分県平均
3,429

(円)

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2,585

5,232

3,5063,866
3,6433,6093,756

H28H27H26H25H24

3,746

4,1314,201
4,463

4,248

総務費

類似団体内順位
27/69

全国平均
51,482

大分県平均
59,367

(円)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

27,696

214,734

67,490
72,782

59,70863,67968,509

H28H27H26H25H24

65,82372,588

64,698

96,672

68,658

民生費

類似団体内順位
10/69

全国平均
163,808

大分県平均
171,364

(円)

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

240,000

270,000

119,045

228,509

161,307168,051

144,222
137,625132,068

H28H27H26H25H24

190,203179,426

164,318
156,732157,836

衛生費

類似団体内順位
25/69

全国平均
35,835

大分県平均
34,812

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

19,295

99,299

39,154

42,168

36,75337,70935,814

H28H27H26H25H24

41,836

41,169

39,99137,90639,657

労働費

類似団体内順位
11/69

全国平均
838

大分県平均
442

(円)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

0

5,196

7371,2281,238
1,553

1,889

H28H27H26H25H24

1,355
1,3371,3631,604

2,092

農林水産業費

類似団体内順位
31/69

全国平均
10,614

大分県平均
19,783

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

101

91,474

22,712
28,395

14,31213,89712,494

H28H27H26H25H24

22,351
23,325

24,35523,95524,343

商工費

類似団体内順位
18/69

全国平均
13,786

大分県平均
11,559

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

923

43,056

12,678
13,767

9,0338,6238,210

H28H27H26H25H24

20,49819,85020,06020,358

25,918

土木費

類似団体内順位
19/69

全国平均
51,842

大分県平均
42,692

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

14,915

127,369

48,584

61,711

46,98448,533
41,775

H28H27H26H25H24

55,619

58,868

51,06251,52653,986

消防費

類似団体内順位
63/69

全国平均
14,428

大分県平均
14,844

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

7,540

33,025

18,401
19,962

17,258

16,63715,835

H28H27H26H25H24

13,069

22,461

14,665

20,016
16,352

教育費

類似団体内順位
17/69

全国平均
45,262

大分県平均
46,583

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

25,244

97,984

49,278
50,972

46,47346,03644,749

H28H27H26H25H24

57,18156,020

71,561

62,472

77,511

災害復旧費

類似団体内順位
13/69

全国平均
2,327

大分県平均
2,943

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

51,863

2,524

6,156

3,8954,1824,814

H28H27H26H25H24

4,318

1,578

13,142

39,762

25,757

公債費

類似団体内順位
16/69

全国平均
43,435

大分県平均
55,207

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

17,060

124,209

55,391
52,370

45,01144,83944,973

H28H27H26H25H24

70,631
70,238

83,20884,997
74,629

諸支出金

類似団体内順位
10/69

全国平均
999

大分県平均
292

(円)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

7,997

197106144131236

H28H27H26H25H24

0
0000

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/69

全国平均
2

大分県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

目的別歳出の分析欄

民生費は、住民一人あたり190,203円となっており、類似団体平均より28,896円高い水準となっている。これは、臨時福祉給付金関連給付費や子ども子育て支援給付費が大幅に増額したことが主な要因である。

農林水産業費については、「日田梨」の予冷庫整備事業や老朽化した大分県畜産公社の施設整備事業が完了したこと等により、減となっている。また、土木費についても、大規模な公園整備事業費が減少したこと等により、減となっているが、類似団体平均より高い水準となっている。

消防費は、日田玖珠広域消防組合消防庁舎建設に伴う負担金の減等により、大幅に減少している。一方で、教育費については、複合文化施設整備事業費が大幅に減少したものの、咸宜園跡の保存や地区公民館、体育施設等の整備事業費が増加したため、全体として増となった。

災害復旧費の増額については、4月に発生した「平成28年熊本地震」の被災対応が要因となっている。

公債費は、経常収支比率も類似団体平均より高い水準にあるのと同様、目的別歳出においても、住民一人当たり70,631円と類似団体平均と比較して高い水準で推移している。
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標準財政規模比（％）

区分
年度 H24 H25 H26 H27 H28

27.15 26.59 26.86 30.61 33.79

3.13 3.91 5.86 5.76 5.32

▲ 4.42 3.38 4.16 ▲ 0.14 ▲ 0.38

財政調整基金残高

実質収支額

実質単年度収支

-10.00

-5.00

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

H24 H25 H26 H27 H28

分析欄

（7）実質収支比率等に係る経年分析（市町村） 平成28年度 大分県日田市

標準財政規模比（％）

平成28年度の財政調整基金残高は、適切な財源の確保と歳出の精査により、

取崩を回避しており、決算剰余金による積立を行った事で、前年度比で約6億4

千万円の増、約73億円となっている。

実質収支額は、地方消費税交付金、ダム整備事業費負担金、プレミアム商品

券発行支援事業費補助金、合併特例債等の歳入の減少等によって0.44ポイン

トの減となっており、実質単年度収支も、実質収支額の減に伴い、標準財政規

模に占める割合では0.24ポイントの減となった。

今後も、行財政運営の効率化、各種事務事業の見直しと経費の節減、さらなる

財源の確保に努める。
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標準財政規模比（％）

会計

年度
H24 H25 H26 H27 H28

3.11 3.90 5.85 5.75 5.31

5.56 6.39 3.86 4.47 5.13

0.71 0.75 0.12 0.18 1.78

0.45 0.42 0.48 0.23 0.24

0.00 0.00 0.00 0.00 0.01

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.18 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

- - - - -

0.02 0.00 0.00 0.00 0.00

※平成29年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

簡易水道事業特別会計

情報センター事業特別会計

その他会計（赤字）

その他会計（黒字）

一般会計

水道事業会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

公共下水道事業特別会計

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

赤
字
額

黒
字
額

赤
字
額

黒
字
額

赤
字
額

黒
字
額

赤
字
額

黒
字
額

赤
字
額

黒
字
額

H24 H25 H26 H27 H28

分析欄

（8）連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村） 平成28年度 大分県日田市

標準財政規模比（％）

連結実質赤字比率は、平成22年度以降、全会計黒字となっており赤字

は生じていない。

今後も適正な財政運営、企業経営に努める。

なお、公共下水道事業については、平成29年4月1日から地方公営企業

法の全部適用によって公営企業会計へ移行している。
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（百万円）

分子の構造
年度 H24 H25 H26 H27 H28

5,273 5,292 5,282 4,791 4,774

- - - - -

- - - - -

1,054 991 1,033 923 836

11 11 17 20 23

54 22 8 2 2

1 1 0 1 1

4,962 5,009 5,147 4,914 4,918

1,431 1,308 1,193 823 718

※平成29年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

算入公債費等(B) 算入公債費等

(A)－(B) 実質公債費比率の分子

元利償還金等(A)

元利償還金

減債基金積立不足算定額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金の利子

（9）実質公債費比率（分子）の構造（市町村） 平成28年度 大分県日田市

分析欄
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（百万円）

実質公債費比率は、簡易水道事業、公共下水道

事業等の特別会計への繰出金の減少が主な要

因となり、全体として分子が減少している。

今後も、各会計の事業精査により地方債の借入

額を抑制し、交付税算入の面で有利な地方債の

活用を基本とするとともに、繰上償還等も検討し

ながら実質公債費比率の抑制に努めるものとす

る。
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（百万円）

分子の構造
年度 H24 H25 H26 H27 H28

40,978 41,420 39,662 39,710 39,122

637 4 2 - -

13,262 12,694 12,138 11,206 10,362

227 328 324 319 317

6,210 6,163 5,641 5,280 5,353

595 3 1 2 1

- - - - -

- - - - -

- - - - -

14,075 14,156 13,795 14,811 16,012

5,462 5,151 4,779 4,659 4,755

40,320 39,967 39,113 38,719 37,756

2,052 1,338 80 ▲ 1,671 ▲ 3,368

※平成29年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

充当可能財源等(B)

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

(A)－(B) 将来負担比率の分子

将来負担額(A)

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額

うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額
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分析欄

（10）将来負担比率（分子）の構造（市町村） 平成28年度 大分県日田市

（百万円）

平成28年度も27年度と同様に分子がマイナスとな

り、将来負担比率が0となった。

主な要因としては、決算剰余金の財政調整基金へ

の積立、市有施設整備基金の積み増し、ふるさと納

税額の増加による水郷ひた応援基金の増等により

充当可能基金残高が増加したことが挙げられる。

また、平成25年度と平成26年度に実施した繰上償還

による地方債現在高の減額、公営企業債等繰入見

込額の減により、将来負担額も減少している。

今後も地方債の借入にあたっては、交付税算入の

面で有利な地方債の活用を基本としながら、普通建

設事業の精査により借入額の抑制に努める。

さらには、平成29年度以降は九州北部豪雨災害に

係る財源として財政調整基金等の大幅な取崩しが予

想されることから、より効率的な基金の運用に努める

ものとする。
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将来負担比率及び有形固定資産減価償却率の組合せによる分析
分析欄

(　参考　）
H24 H25 H26 H27 H28

将来負担比率及び実質公債費比率の組合せによる分析
分析欄

（　参考　）
H24 H25 H26 H27 H28

当該団体値
将来負担比率

有形固定資産減価償却率

類似団体内平均値
将来負担比率

有形固定資産減価償却率

　平成28年度決算では、27年度と同様に将来負担比率が0となり、実質公債費比率においても平成27年度より1.1ポイント低くなり、類似団体平均を下回っている。
　主な要因としては、決算剰余金の財政調整基金への積立、市有施設整備基金の積み増し、ふるさと納税額の増加による水郷ひた応援基金の増等により充当可能基金残高の増額を行ってきた結果に
よるものである。
　今後も、継続して税収等歳入の確保や歳出の抑制及び地方債借入の精査・抑制を行い、財政の健全化に努めていく。

当該団体値
将来負担比率 11.2 7.3 0.4

実質公債費比率 7.6 7.6 7.2 6.2 5.1

類似団体内平均値
将来負担比率 58.2 50.3 45.9 39.0 32.5

実質公債費比率 10.3 9.6 8.8 9.0 8.2

0.0
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H24
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H28

0.0

7.0

14.0

21.0

28.0

35.0

42.0

49.0

56.0

63.0

7.0 7.5 8.0 8.5 9.0 9.5 10.0 10.5

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率

- -

（11）市町村公会計指標分析／財政指標組合せ分析表 大分県日田市平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

67,708

67,306

666.03

38,242,120

37,011,189

1,153,850

21,687,465

39,121,564

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.1

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１

H27  Ⅱ－１ H28  Ⅱ－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※ 有形固定資産減価償却率は平成30年1月1日時点で固定資産台帳を整備済みの団体について、数値を記載している。

有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率 [ - ]

類似団体内順位
-/-

全国平均
57.8

大分県平均
57.6

有形固定資産減価償却率の分析欄

固定資産台帳整備中・未整備

債務償還可能年数

債務償還可能年数 [ - ]

債務償還可能年数の分析欄

算出式精査中のため､出力対象外

将来負担比率と有形固定資産減価償却率の推移

将来負担比率と実質公債費比率の推移

固定資産台帳整備中・未整備

(％)

(％)

10/12



(12)-1市町村施設類型別ストック情報分析表① 大分県日田市平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

67,708

67,306

666.03

38,242,120

37,011,189

1,153,850

21,687,465

39,121,564

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.1

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１

H27  Ⅱ－１ H28  Ⅱ－１

※ 平成30年1月1日時点で固定資産台帳を整備済みの団体について、数値を記載している。

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

固定資産台帳整備中・未整備

施設情報の分析欄
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(12)-2市町村施設類型別ストック情報分析表② 大分県日田市平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

67,708

67,306

666.03

38,242,120

37,011,189

1,153,850

21,687,465

39,121,564

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.1

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１

H27  Ⅱ－１ H28  Ⅱ－１

※ 平成30年1月1日時点で固定資産台帳を整備済みの団体について、数値を記載している。

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

固定資産台帳整備中・未整備

施設情報の分析欄
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